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豊かな天然資源に恵まれたアフリカは、急速に増加する⼈⼝とともに⼒強い経済成⻑を続けてい
る。広⼤な海洋に囲まれた同⼤陸は、持続可能なブルーエコノミーの恩恵を享受し、⾷料安全保
障の向上および持続可能な開発の推進に⼤きな可能性を有している。⼀⽅で、社会経済的な格差
や不平等が課題として残っており、この潜在⼒を実現するためには、複雑かつ相互に関連する課
題に取り組む必要がある。したがって、持続可能なブルーエコノミーの推進、⾷料安全保障の向
上、そして特に⽇本とアフリカとの国際連携の強化に向け、以下の⾏動を推進することが提⾔さ
れる。 
 
1. 現在および将来世代のための海洋・沿岸⽣態系の保全 
海洋は地球表⾯の約 71％を覆い、海底は 11,000 メートルを超える深さに達する。世界の海底の
うち最新基準で測量されているのは 28.7％にとどまっている。海洋は⽣物多様性と⼈々の⽣計を
⽀える⽣命⽀持系として機能しているが、特に深海を中⼼にその多くは未解明である。現在およ
び将来世代のために、海洋および沿岸の⽣物多様性と⽣態系を保全しつつ、海洋資源の持続可能
な利⽤を促進するための⾏動が不可⽋である。また、昆明・モントリオール⽣物多様性枠組や国
家管轄権外区域の⽣物多様性に関する協定（BBNJ協定）などの国際的政策枠組に沿った政策の
推進が重要である。 
 
2. 持続可能なブルーエコノミーにおける共便益の推進 
共便益アプローチは、持続可能なブルーエコノミーの推進における重要な要素である。複数の政
策⽬標を相乗的に実施することにより、トレードオフを最適化しつつ政策全体の効果を⾼めるこ
とができる。マルチステークホルダー間の対話と協働、分野横断的な連携、並びに社会的包摂、
技術活⽤、資⾦動員、国際協⼒といった多様な側⾯でのイノベーションの促進が重要である。 
 
3. 沿岸・海洋⽣態系の⾃然資本としての適切な評価 
沿岸および海洋⽣態系を⾃然資本として適切に評価することが不可⽋である。⾃然資本の過⼩評
価は、資源の保全および持続可能な利⽤、さらには利益の公正な分配を阻害する。カーボンクレ
ジット制度は重要な⼿段であるが、その便益は地域社会や関係主体にとって中⼼的なものとされ
なければならない。 
マングローブ、海草藻場、塩性湿地などのブルーカーボン⽣態系がもたらす炭素吸収、⽣物多様
性、社会経済的価値は、さらに活⽤・検討されるべきである。⽇本の J-ブルークレジットは、炭
素量の定量化および認証クレジットを通じた⾦融取引を可能にする制度であり、⽣態系価値の評
価および協働の促進に資する有益な⽰唆を提供する。 
 
4. 持続可能な商業養殖業の拡⼤ 
持続可能な養殖業の推進には、商業的観点から⾒ても未開発の⼤きな潜在⼒が存在する。国内の
⽔産物供給を拡⼤するため、特に養殖業やブルーエコノミー分野における起業家⽀援に重点を置



きながら、商業養殖システムの拡⼤に向けた取り組みを加速することが重要である。また、各地
における実証事業や経験の共有を通じて、その可能性や実現可能性を評価するとともに、適⽤可
能で持続可能かつ経済的に採算の取れる養殖⼿法を検討・導⼊していくことが求められる。 
 
5. IUU漁業の撲滅 
違法・無報告・無規制（IUU）漁業の撲滅は優先的に取り組むべき課題である。IUU漁業は⽔産
資源の持続可能な管理を損ない、正規の漁業者や国家に経済的損失をもたらすだけでなく、犯罪
や違法活動とも関連している。 
衛星データ、航空・海上監視、ドローンの活⽤、寄港国措置協定（PSMA）、漁獲証明制度、ト
レーサビリティ認証等の有効活⽤を推進する必要がある。これらの対策は、強制労働、⼈権侵
害、⼈⾝・薬物密輸、組織犯罪、不法移⺠といったリスクの低減にも寄与する。地域・準地域レ
ベルでの協⼒を強化し、地域漁業管理機関（RFMO）等の枠組みの下で協働を深めることが重要
である。また、資⾦動員や制度強化のため、IUU漁業インデックス債の可能性も検討され得
る。 
 
6. 防災⼒の強化と気候レジリエントな社会の構築 
沿岸・島嶼地域は、持続可能なブルーエコノミーの恩恵を受ける可能性が⾼い⼀⽅で、災害や気
候変動の影響に脆弱である。早期警戒システムを含む防災⼒の強化が不可⽋である。異常気象、
海⾯上昇、沿岸侵⾷等に対応するレジリエントな開発の推進も重要であり、⾃然・⽣態系を活⽤
した解決策が中核となるべきである。⽇本の知⾒や経験はアフリカと共有されるべきである。 
 
7. 地域・準地域枠組の活⽤ 
アフリカ連合は「アフリカ・ブルーエコノミー戦略（2019）」等を通じて重要な政策枠組を提供
している。アフリカ開発銀⾏はその実施を資⾦⾯で⽀援している。 
能⼒開発や海上回廊、越境⽣態系管理などの分野では、⻄アフリカ経済共同体（ECOWAS）、南
部アフリカ開発共同体（SADC）、政府間開発機構（IGAD）、インド洋委員会、ギニア湾委員
会、サブリージョナル漁業委員会（SRFC）等との連携が重要である。 
 
8. ⼈材・リーダーシップ・起業家育成 
実務的な知識と技能の習得を通じた⼈材育成が不可⽋である。これは雇⽤創出や所得向上、とり
わけ若者の機会拡⼤に寄与する。職業訓練の強化が必要である。 
また、リーダーシップおよび起業家育成を⽬的とした実践的・学際的プログラムとともに、スタ
ートアップや中⼩企業を⽀援する資⾦メカニズムの構築が重要である。 
 
9. 科学技術の推進 
持続可能なブルーエコノミーは科学的知⾒に基づいて推進されるべきであり、地域社会の参画が
不可⽋である。教育・研究交流は能⼒構築および国際連携を促進する。⽇・アフリカの連携基盤
として「ブルーエコノミー・アカデミー」の設⽴も検討され得る。 
 
10. 資⾦動員 



アフリカ開発銀⾏は持続可能な開発のための重要な地域資⾦供与機関である。同銀⾏は、多様な
資⾦スキームを通じブルーエコノミー⽀援を増⼤、多⾓化していくことは重要である。また、
「若⼿起業家・イノベーション多援助機関信託基⾦」、「イノベーション・起業家⽀援室」、「アフ
リカ教育・科学・技術イノベーション基⾦」、この他ベンチャー投資と操業初期資⾦提供などを
拡充していくことが重要である。アフリカが有する膨⼤なブルーエコノミー資産の価値を引き出
し、機関投資家の資⾦を動員するためには、各国が主権に基づくブルーエコノミー資産担保証券
を開発し、それらを国内および地域の資本市場に上場することが重要である。また、アフリカの
若者が営む事業への資⾦供給を加速するため、若者向け起業家投資銀⾏の取り組みをアフリカ全
域で拡⼤し、資⾦調達へのアクセスを促進することも重要な鍵となる。アフリカブルーイノベー
ション基⾦の拡充や⽇・アフリカ・ブルーエコノミー基⾦の設⽴の⽅式を検討することも提案
し、⽇本政府や連携機関がそうした検討する⾏うことを奨励する。 
 
 
11. TICADの有効性向上 
TICADは⽇本とアフリカの協⼒を促進する重要なプラットフォームである。第 10回 TICADの
主要テーマとしてブルーエコノミーを位置付けるべきである。会場を⽇本とアフリカで交互に開
催する⽅式は有効であり、実地経験の共有は連携促進に寄与する。アフリカ側関係者の⽇本での
実践的学習、⽇本側企業のアフリカでの活動参加の双⽅が重要である。 
 
12. 今後の展開 
⽇本とアフリカの政府、⺠間、関係機関の連携を通じ、具体的⾏動の実施が求められる。笹川平
和財団海洋政策研究所は、⽇本財団を含む連携団体の⽀援と共に、研究、政策対話、有料事例共
有、リーダー・起業家育成に向けた試⾏的取り組み、その他持続可能なブルーエコノミーの推進
に資する活動を継続すべきである。また、その成果は 2027 年の第 3回会合等で報告されること
が期待される。 
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